
 

 

 

 

Ⅳ  参 考 資 料  
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○岡山市こころの健康センター条例 

平成２０年１２月２５日 

市条例第９３号 

（設置） 

第１条 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号。以

下「法」という。）第６条第１項に規定する精神保健福祉センターとして，岡山市

北区鹿田町一丁目１番１号に岡山市こころの健康センター（以下「センター」とい

う。）を設置する。 

（業務） 

第２条 センターは，法第６条第２項各号に掲げる業務のほか，次の業務を行う。 

（１） 法第６条第２項第２号に規定する業務に付随する診療 

（２） 前号に掲げるもののほか，センターの運営に関し市長が必要があると認め

る業務 

（使用料及び手数料） 

第３条 センターにおける診療その他の業務（以下「診療等」という。）については

使用料及び手数料（以下「使用料等」という。）を徴収する。 

２ 使用料の額は，次のとおりとする。 

（１） 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７６条第２項及び高齢者の医療

の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第７１条第１項の規定に基づき

厚生労働大臣が定める診療報酬の算定方法により算定した額 

（２） 前号の規定により使用料を算定する場合において，消費税法（昭和６３年

法律第１０８号）の規定による消費税及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

の規定による地方消費税が課されるものについての使用料の額は，同号の規定に

より算出した額に１００分の１１０を乗じて得た額（その額に１０円未満の端数

が生じたときは，これを切り捨てた額） 

３ 手数料の額は，規則で定める額とする。 

（使用料等の徴収） 

第４条 使用料等は，診療等の実施の都度徴収する。ただし，市長が特に必要がある

と認めたときは，この限りでない。 
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（使用料等の減免） 

第５条 市長は，特に必要があると認めるときは，使用料等を減額し，又は免除する

ことができる。 

（審査委員会の設置等） 

第６条 法第６条第２項第４号に掲げる事項について審査するため，岡山市自立支援

医療費（精神通院医療）及び精神障害者保健福祉手帳審査委員会（以下「審査委員

会」という。）を置く。 

２ 審査委員会は，委員１０人以内をもって組織する。 

３ 委員は，精神保健福祉に造詣
けい

の深い医師のうちから，市長が委嘱する。 

４ 審査委員会に委員長を置き，委員の互選により定める。 

５ 委員長は，会務を総理し，審査委員会を代表する。 

６ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代理

する。 

７ 審査委員会は，案件の審査を行うため，１又は２以上の部会を置くことができる。 

８ 部会は，３人以上の委員で構成するものとし，委員の重複を妨げない。 

９ 審査委員会は，部会の決議をもって，審査委員会の決議とすることができる。 

１０ 委員の任期は，２年とする。ただし，再任を妨げない。 

１１ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

１２ 会議は，非公開とする。 

１３ 前各項に定めるもののほか，審査委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が

審査委員会に諮って別に定める。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

この条例は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年市条例第３５号） 

この条例は，平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年市条例第３０号） 

この条例は，平成３１年１０月１日から施行する。 

附 則（令和４年市条例第４１号） 

この条例は，公布の日から施行する。 
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○岡山市こころの健康センター条例施行規則 

平成２０年１２月２５日 

市規則第１７６号 

改正 平成２５年３月５日市規則第４８号 

平成２６年９月１６日市規則第１７１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，岡山市こころの健康センター条例（平成２０年市条例第９３号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（手数料の額） 

第２条 条例第３条第３項に規定する規則で定める手数料の額は，別表第１のとおりとする。 

（使用料等の徴収） 

第３条 条例第４条ただし書に規定する市長が特に必要があると認めるときとは，次のとおりとする。 

（１） 応急の診療を必要とし，当該診療の際に使用料等を納付させることが困難であるとき。 

（２） 前号に掲げるもののほか，市長において特別の理由があると認めるとき。 

（使用料等の減免） 

第４条 条例第５条の規定により使用料等を減額し，又は免除することができる場合及びその額は，別

表第２のとおりとする。 

２ 条例第５条の規定により使用料等の減額又は免除を受けようとする者は，使用料（手数料）減免申

請書（別記様式）により市長に申請しなければならない。この場合において，市長は，必要があると認

めるときは，減額又は免除について参考となる資料を添付させることができる。 

（委任） 

第５条 この規則に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年市規則第４８号） 

この規則は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年市規則第１７１号） 

この規則は，平成２６年１０月１日から施行する。 
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別表第１（第２条関係） 

区分 単位 金額 

文書料 簡易な診断書 １通 １，０００円

複雑な診断書 ４，６００円

その他の診断書 １，７００円

その他の証明書 ８４０円

備考 

１ 「簡易な診断書」とは，次に掲げるものとする。 

(１) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）に基づく精神障

害者保健福祉手帳の交付申請（更新に係るものに限る。）に必要な診断書 

(２) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）に基づく自立支援医療費の支給認定（精神障害者に係るものに限る。）の申請（更新に

係るものに限る。）に必要な診断書 

(３) 養護老人ホーム，特別養護老人ホーム，軽費老人ホーム又は有料老人ホームの入所のた

めに必要な診断書 

(４) 前３号に掲げる診断書に類する診断書 

２ 「複雑な診断書」とは，次に掲げるものとする。 

(１) 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく精神障害を支給事由とする年金の受

給（新規に係るものに限る。）のために必要な診断書 

(２) 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に基づく精神障害を支給事由とする年金の受給

（新規に係るものに限る。）のために必要な診断書 

(３) 生命保険契約上必要な診断書 

(４) 自動車損害賠償責任保険契約上必要な診断書 

(５) 病状調査書 

(６) 後見開始，保佐開始又は補助開始の審判のために必要な精神の状況に関する診断書 

(７) 死体検案書 

(８) 前各号に掲げる診断書に類する診断書 

３ 「その他の診断書」とは，前２項以外の診断書をいう。 
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別表第２（第４条関係） 

減額又は免除することができる場合 減額又は免除の別及びその額 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護

又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）

による支援給付を受けている者である場合 

全額免除 

その他市長が特に必要と認める場合 全額免除又は市長が必要と認める額 
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○岡山市精神保健福祉に関する審議会設置条例 

平成２３年３月１６日 

市条例第２４号 

岡山市精神保健福祉審議会条例（平成２０年市条例第９１号）の全部を改正する。 

（設置） 

第１条 精神保健及び精神障害者福祉に関する事項の調査審議を分掌して行わせるため，精神

保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第９条第１項の規定に基づ

き，次に掲げる審議会を設置する。 

（１） 岡山市精神保健福祉審議会（以下「精神保健審議会」という。） 

（２） 岡山市思春期精神保健審議会（以下「思春期審議会」という。） 

（３） 岡山市依存・嗜癖関連問題対策審議会（以下「依存・嗜癖審議会」という。） 

（４） 岡山市精神障害者地域支援対策審議会（以下「地域支援審議会」という。） 

（精神保健審議会） 

第２条 精神保健審議会は，次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 前条第２号から第４号までに掲げる審議会の所掌に係る事項を除く精神保健及び精神障

害者の福祉に関する事項 

（２） その他市長が必要と認める専門的事項 

２ 精神保健審議会は，委員１５人以内で組織し，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 精神保健又は精神障害者の福祉に関し学識経験のある者 

（２） 精神障害者の医療に関する事業に従事する者 

（３） 精神障害者の社会復帰，自立及び社会経済活動参加の促進を図るための事業に従事す

る者 

（思春期審議会） 

第３条 思春期審議会は，次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 思春期における精神保健，精神医療及び福祉の円滑な推進に関すること。 

（２） 思春期における心の健康づくり，心の健康問題等に係る施策等について専門的見地での

評価等に関すること。 

（３） その他思春期における精神保健，精神医療及び福祉に関する重要事項 

２ 思春期審議会は，委員１５人以内で組織し，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 思春期における精神保健及び福祉に関し学識経験のある者 

（２） 思春期の精神医療に関する事業に従事する者 
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（３） 法律に関し学識経験を有する者 

（４） 青少年の自立及び社会活動への参加の促進を図るための事業に従事する者 

（５） 関係行政機関の職員 

（６） その他市長が適当と認める者 

（依存・嗜癖審議会） 

第４条 依存・嗜癖審議会は，次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 地域における依存・嗜癖関連問題対策の推進に関すること。 

（２） 依存・嗜癖関連問題の予防対策等に係る施策等について専門的見地での評価等に関す

ること。 

（３） その他依存・嗜癖関連問題に関する重要事項 

２ 依存・嗜癖審議会は，委員１５人以内で組織し，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 依存・嗜癖関連問題に関し学識経験のある者 

（２） 依存症の医療に従事する者 

（３） 依存症者の社会復帰を援助する事業に従事する者 

（４） 依存症からの回復者及びその家族 

（５） 関係行政機関の職員 

（地域支援審議会） 

第５条 地域支援審議会は，次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 精神障害者の地域移行・地域定着支援の円滑な推進に関すること。 

（２） 精神障害者の継続した地域生活を支える施策等について専門的見地での評価等に関す

ること。 

（３） その他精神障害者の地域移行・地域定着支援に関する重要事項 

２ 地域支援審議会は，委員１５人以内で組織し，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 精神保健福祉問題に関し学識経験のある者 

（２） 精神科の医療に従事する者 

（３） 精神障害者の社会復帰を援助する事業に従事する者 

（４） 精神障害者及びその家族 

（５） 関係行政機関の職員 

（６） その他市長が適当と認める者 
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（委員） 

第６条 第１条各号に掲げる審議会（以下「審議会」という。）の委員の任期は，３年とする。ただし，

委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（会長） 

第７条 審議会に，会長を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は，審議会を代表し，会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は欠けたときは，委員のうちからあらかじめ互選された者が，その職務を

代理する。 

（会議等） 

第８条 審議会の会議は，会長が必要に応じて招集し，会長が議長となる。 

２ 審議会の会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところ

による。 

４ 会長は，必要に応じ，会議に関係者の出席を求め，説明又は意見を聴くことができる。 

（その他） 

第９条 この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，会長が審議会に諮っ

て定め，その他必要な事項については，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２３年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 施行日以後，最初に委嘱される審議会の委員の任期は，第６条第１項の規定にかかわらず，平

成２５年３月３１日までとする。 
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岡山市精神医療審査会運営要綱 

 

(趣旨) 

第１条 この要綱は，精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和 25 年法律第 123 号。以

下「法」という。)第１２条の規定により設置する岡山市精神医療審査会(以下「審査会」という。)の

組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(審査会の所掌事項) 

第２条 審査会は，法第１２条に規定する審査のほか，次の業務を行う。 

 (1)  法第１４条に規定する合議体を構成する委員を定めること。 

 (2)  前号に掲げるものほか，審査会及び合議体の運営に関し必要な事項を定めること。 

 

(審査会の組織) 

第３条 審査会は，委員４５人以内で組織する。 

２ 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。 

３ 委員は，再任されることができる。 

 

(合議体) 

第４条 法第１４条第１項の規定により審査会に置く合議体の数は６以内とする。 

２ 合議体を構成する委員の数は次のとおりとする。 

 (1) 法第１４条第２項第１号の委員（以下「医療委員」という。） ２ 

 (2) 法第１４条第２項第２号の委員（以下「法律家委員」という。） ２ 

 (3) 法第１４条第２項第３号の委員（以下「有識者委員」という。） １ 

３ 合議体は，独立して別個の案件を審査する。 

４ 合議体の円滑な運営を図るため，委員に事故ある場合に代わって審査を行う予備委員を，あら

かじめ定めておくことができる。 

 

（合議体の所掌事務） 

第５条 合議体は，次に掲げる事務を行う。 

(1) 法第３８条の３第２項の規定による措置入院者及び医療保護入院者の入院の必要性及び

入院形態の審査 

(2) 法第３８条の３第５項の規定による任意入院者の入院の必要性の審査 

(3) 法第３８条の４の規定による精神科病院に入院中の者又はその家族等による退院請求及び

処遇改善請求の審査 

２ 前項の案件は，直近に開催される合議体により審査するものとする。ただし，第１０条第１項各号

に該当する等特別の事情がある場合は，会長が指定する合議体で審査するものとする。 

 

(合議体の会議) 

第６条 合議体は，会長が招集する。 

２ 合議体の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数の時は継続審査とする。 

３ 合議体の会議は，非公開とする。 
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(合議体の審査) 

第７条 第５条第１項第１号の審査は，法第３３条第７項の規定による医療保護入院者の入院届並

びに法第３８条の２の規定による措置入院者の定期病状報告書及び医療保護入院者の定期病

状報告書により行うものとする。 

２ 第５条第１項第２号の審査は法第３８条の２第３号の規定による任意入院者の定期病状報告書

により行うものとする。 

３ 第５条第１項第３号の審査は，審査を行う合議体の委員２人以上（少なくとも１人は医療委員）が

当該審査に係る入院者，当該請求者，精神科病院の管理者，その代理人又は主治医及び面

接を行う委員が必要と認めた場合，法第３３条の４の退院後生活環境相談員並びに，入院に同

意した家族等に面接し，意見聴取した記録（様式第１号）により行うものとする。ただし，やむを得

ない場合には医療委員１名で対応するものとし，入院に同意した家族等については，遠隔地に

居住する等面接が困難な状況にある場合は，所定の書式（様式第２号）の提出により替えるもの

とする。 

４ 前項の意見聴取は，当該案件が受理以前６月以内に意見聴取を行っている場合又は当該案

件の内容が法第３６条及び法第３７条に定める処遇その他入院者の人権に直接係わる処置以

外のものであって，意見聴取の必要がないと認められる場合は省略することができる。この場合

において，合議体は，病院管理者に意見書（様式第３号）を提出させ，審査を行うものとする。 

５ 合議体は，必要な場合には，その他の関係者から意見聴取するほか，市長に対し関係資料の

提出を求め，法第３８条の６の規定による報告徴収等又は実地審査を要請し，その結果につい

て報告を求めるものとする。 

 

第７条の２ 前条の意見聴取にあたり合議体の委員は，意見聴取を受ける者に対して，合議体の

審査の場で意見陳述の機会があることを告知書（様式第４号）により知らせなければならない。又，

請求者が患者である場合は，当該患者に弁護士による権利擁護を受ける機会があることを意見

聴取実施通知の記載（様式第５号）により知らせなければならない。 

２ 請求者，病院管理者若しくはその代理人及び合議体が認めたその他の者は，合議体の会議の

場で意見を陳述することができる。ただし，請求者が患者であり前条第３項の意見聴取により十

分意見が把握できており，合議体が意見陳述の必要がないと認めた場合及び前条第４項に該

当する場合は，この限りではない。 

３ 前項の場合において，請求者である患者に弁護士である代理人がおり，請求者が代理人によ

る意見陳述を求めた場合は，合議体はこれに応じなければならない。 

 

(電話による退院等請求の受理要請) 

第８条 合議体は，精神科病院に入院中の患者からの電話相談について，第５条第１項第３号の

退院等の請求として認めることが適当と判断される事例については，市長に対して当該電話相

談を，退院等の請求として受理するよう求めるものとする。 

 

（審査の終了） 

第９条 第５条第１項第３号の審査は，当該請求者からの請求取下の申出があった場合又は当該

患者が退院した場合には終了する。 
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（合議体の委員の排斥） 

第１０条 合議体の委員が，次に掲げるいずれかに該当する場合は，当該審査に係る議事に加わ

ることができないものとし，当該委員はその旨を申し出るものとする。 

(1) 当該患者が入院している精神科病院の管理者又は当該精神科病院に勤務（非常勤を含

む。）している者であるとき。 

(2) 当該患者に係る直近の定期の報告に関して診察を行った精神保健指定医(入院後，定期

の病状報告を行うべき期間が経過していない場合においては，当該入院に係る診察を行っ

た精神保健指定医)であるとき。 

(3) 当該患者の家族等であるとき。 

(4) 当該患者の配偶者又は三親等以内の親族であるとき。 

(5) 当該患者の法定代理人，後見監督人又は保佐人であるとき。 

(6) 当該患者又はその家族等の代理人であるとき。 

２ 委員は，前項に定めるもののほか，当該患者と特別の関係がある場合には，それを理由に議事

に加わらないことができる。 

 

(守秘義務) 

第１１条 委員は職務の執行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も，同

様とする。 

 

(審査結果の通知) 

第１２条 審査会は，審査終了後速やかに市長に審査の結果を審査結果通知書により通知するも

のとする。 

 

(議事の記録) 

第１３条 審査会及び合議体は，出席委員及び議事内容等を記載した記録簿を作成しなければな

らない。 

 

(記録簿等の保存) 

第１４条 前条の記録簿及び審査資料の保存は，５年とする。 

 

(庶務) 

第１５条 審査会の庶務は，岡山市こころの健康センターにおいて行う。 

 

附 則 

この要綱は，平成２１年８月６日から施行し，平成２１年４月１日以降に開催される会議から適用

する。 

 

  附 則（平成２２年７月３０日全体会議議決） 

この要綱は，平成２２年７月３０日から施行し，改正後の第７条の２の規定は平成２２年５月１日以

降に受け付けた退院等請求から適用する。 
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附 則（平成２３年９月３０日全合議体議決） 

この要綱は，平成２３年９月３０日から施行し，改正後の第３条第１項の規定は平成 

２３年４月１日から適用する。 

 

附 則（平成２４年７月２日全体会議議決） 

この要綱は，平成２４年７月２日から施行し，改正後の第３条第１項の規定は平成２４年４月１日

から適用する。 

 

  附 則  

この要綱は，平成２６年７月１０日から施行し，改正後の第３条第１項，第４条第１項，第４条第４

項，第５条第１項第３号，第７条第３項，第１０条第１項第３号，同項第６号の規定及び様式は平成

２６年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は，平成３０年５月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 
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様式第４号（第７条の２関係） 
年  月  日  

 
              様 

岡山市精神医療審査会長 
 

お 知 ら せ 
 

本日、意見聴取した内容については、   年  月  日  （  ）に

開催される岡山市精神医療審査会   合議体において審査いたします。 
 審査結果は、審査会の日から通常１週間以内に郵便でお知らせいたします。 

なお、お電話でお問い合わせいただいても審査結果をお伝えすることはできま

せん。 
 
 あなたは、希望する場合、合議体の会議において意見の陳述を行うことがで

きます。ただし、合議体の委員がその必要はないと認めた場合はこの限りでは

ありません。 
 意見陳述を希望される場合は、   年  月  日（  ）までに、下記

にお電話してください。 
      
連絡先 岡山市こころの健康センター 
    電話番号 
 
 
様式第５号（第７条の２関係） 
 
 あなたは弁護士による権利擁護を受ける権利があります。あなたが代理人とし

て弁護士を選んだ場合、その弁護士があなたのために審査会で意見を述べるこ

ともできます。 
 

もしあなたが弁護士に相談をしたいときは下記の窓口で、年１回限り無料で弁護士の出張相談

を受けられる制度があります。 
リーガルエイド岡山 高齢者・障がい者支援センター 
電話番号 
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岡山市精神科病院入院患者調査 
 

１．目 的   受入条件が整えば退院可能な精神障害者について把握し、岡山市こころの健康セン 
ターにおける地域移行支援事業推進のための基礎資料とする。 
 

２．対 象   岡山市内に精神科病床を有する病院 ８病院 
        （医療観察法における入院処遇の患者を除く） 
 
３．調査対象者 平成 29 年 10 月 31 日時点で市内の全数調査を行い、以後以下を対象とした追加調査を

実施。 
        【令和 4 年】 

①令和 2 年(2020 年)11 月 1 日から令和 3 年(2021 年) 
10 月 31 日までに入院し､調査時点で入院を継続している者 
②令和 3 年(2021 年)11 月 1 日から調査時点までに退院をした者のうち､入院日が令

和 2 年(2020 年)11 月 1 日以前の者 
③平成 29 年(2017 年)調査以降､令和 3 年(2021 年)調査までに１年以上入院継続して

おり､調査時点まで入院を継続している者 
        【令和 5 年】 

①令和 3 年(2021 年)11 月 1 日から令和 4 年(2022 年) 
10 月 31 日までに入院し､調査時点で入院を継続している者 
②令和 4 年(2022 年)11 月 1 日から調査時点までに退院をした者のうち､入院日が令

和 3 年(2021 年)11 月 1 日以前の者 
③平成 29 年(2017 年)調査以降､令和 4 年(2022 年)調査までに１年以上入院継続して

おり､調査時点まで入院を継続している者 
 
４．調査時点  【令和 4 年】令和 4 年 10 月 31 日 

【令和 5 年】令和 5 年 10 月 31 日 
 
５．調査項目  【令和 4 年】調査対象者②については１）、２）、３）のみ   

調査対象③については１０）、１１）のみ                     

         １）氏名                     
         ２）性別 
         ３）生年月日 
         ４）疾患名（選択式） 
         ５）日常生活に支障をきたしている身体疾患 
         ６）日常生活における介助の必要性 
         ７）入院形態 
         ８）入院日 
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         ９）生保受給の有無 
        １０）主治医から見た現時点での退院可能性（選択式） 
        １１）退院阻害要件（選択式・３つまで） 
 

【令和 5 年】調査項目については同様 
調査対象者②については１）、２）、３）のみ 
調査対象者③については１０）のみ 
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【依存症対策事業】 
（アルコール依存症啓発ポスター）  
＊令和４年度＊                  ＊令和５年度＊ 

      
   

（チラシ等） 
＊令和 4 年度＊ 

  
       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

  

R5 年度も同様のチラシ 
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 ＊令和５年度＊ 
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（カード） 
＊令和４年度＊ 
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【自殺対策事業】 
＊令和５年度＊ 
（カード） 

     
 
（職域向け自殺対策相談窓口普及啓発チラシ） 
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＊令和 5 年度＊ 
（相談窓口一覧リーフレット） 

 

 



- 113 - 
 

【センターだより】 
＊令和 4 年度＊ 
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＊令和 5 年度＊ 

 

 


